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○墨田区就学援助費支給要綱 

平成１９年３月３０日 

１８墨教学第２００８号 

改正 平成２０年２月１３日１９墨教学第２５９０号 

平成２０年３月１３日１９墨教学第２９５０号 

平成２１年２月２３日２０墨教学第２５１９号 

平成２２年３月１日２１墨教学第２７０６号 

平成２２年４月１日２２墨教学第７９８号 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定に基づ

き、経済的理由によって義務教育を受けることが困難な児童・生徒の保護者に対し

て、区が就学に必要な経費の援助（以下「就学援助」という。）を行い、義務教育

の円滑な実施を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 就学援助の対象者は、墨田区に住所を有し、小・中学校に在籍している児童・

生徒の保護者又は文花中学校夜間学級に在籍する生徒若しくはその保護者（以下「保

護者等」という。）で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護

者（以下「要保護者」という。） 

（２） 要保護者に準ずる程度に生活が困窮していると教育委員会が認定した者（以

下「準要保護者」という。） 

（援助費目） 

第３条 就学援助は、別表に掲げる費目（以下「就学援助費」という。）について行

う。 

（申請） 

第４条 就学援助を受けようとする保護者等は、就学援助費受給申請書（兼認定台帳）

（第１号様式）に必要事項を記入し、教育委員会に提出するものとする。 
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２ 前項の申請書には、児童・生徒と生計を一にする世帯全員の前年の所得額（以下

「所得額」という。）が算定できる資料を添付しなければならない。ただし、他の

方法により所得額が確認できる者については、これを省略することができる。 

（審査及び決定） 

第５条 教育委員会は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容について審

査し、認定の適否を決定した上、就学援助認定結果通知書（第２号様式）により、

申請者に通知する。 

２ 所得額が確認できずに就学援助認定不能な者については、認定結果を「保留」と

し、当該保護者（以下「保留者」という。）あて、期限を定めて所得額が算定でき

る資料の提出を求めるものとする。 

３ 教育委員会は、保留者が正当な理由なく、期限内に所得額が算定できる資料を提

出しない場合は、別に定めるところにより当該申請を「否認定」とすることができ

る。 

４ 第１項の認定日は、当該年度当初の申請については、当該年度の４月１日とする。

ただし、当該年度の途中の申請について、月の初日の申請は、当月の初日を認定日

とし、月の初日の翌日から末日までの間の申請は、翌月の初日を認定日とする。 

５ 第３項により否認定となった者が、当該年度中に再度申請を行う場合については、

第４項に定める年度途中の申請として取り扱うものとする。 

６ 墨田区に新たに住所を有し、第２条に規定する対象者になった者の申請に係る認

定については、転入学をした日を認定日とする。ただし、転入学した日より１か月

以上経過した申請については、第４項ただし書の例による。 

（支給金額） 

第６条 就学援助費の費目毎の支給金額は、教育委員会が別に定める。 

（支給方法） 

第７条 就学援助費の支給は、認定を受けた者（以下「受給者」という。）が指定す

る金融機関の預金口座への口座振替の方法により行う。 

２ 教育委員会は、就学援助費のうち、医療費について、受給者からの請求があった



3/5 

場合、墨田区立学校に在籍する児童・生徒については校長を通じて、その他の児童・

生徒は直接医療券を受給者に対して交付し、当該児童・生徒が受診した医療機関の

請求に基づき、当該医療機関に口座振替の方法により支払うものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、就学援助費のうち、医療費を除く費目の支給につい

ては、受給者の委任に基づき、校長口座に振り込むことができる。 

（変更届） 

第８条 受給者は、申請書の内容に変更が生じたときは、墨田区立学校に在籍する児

童・生徒については校長を通じて、その他の児童・生徒は直接遅滞なくその旨を教

育委員会に届け出なければならない。 

（受給資格の消滅） 

第９条 就学援助費の受給資格は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該受給資格を失うものとする。 

（１） 第２条に規定する対象者でなくなったとき。 

（２） 就学援助費の支給を辞退したとき。 

（就学援助費の返還） 

第１０条 教育委員会は、就学援助費の支給を受けた受給者が、偽りその他不正の申

請に基づき就学援助費の支給を受けたときは、就学援助の認定を取り消すとともに、

既に支給した就学援助費の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、就学援助の実施に関して必要な事項は、教

育委員会が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

別表 

費目 対象者 
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学用品費 準要保護者 

新入学児童生徒学用品費 準要保護者 

修学旅行費 要保護者及び準要保護者 

校外活動費 要保護者及び準要保護者 

クラブ活動費 準要保護者 

メガネ購入費 準要保護者 

給食費 準要保護者 

体育実技用具費 準要保護者 

運動着費 要保護者及び準要保護者 

医療費 要保護者及び準要保護者 
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様式 省略 

 


